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場合の特定電気通信役務提供者の作為を理由とする発信者に対する損害賠償責任（第２項）

の制限について規定するものである。 
 
【解説】 
１ 第１項関係 
(1) 概要 
本項は、特定電気通信役務提供者が、自ら提供する特定電気通信による他人の権利を侵

害する情報の送信を防止するための措置を講じなかったことに関し、特定電気通信役務提

供者に作為義務が生ずるのかどうかが明確ではない中で、当該情報の流通により権利を侵

害されたとする者との関係での損害賠償責任（不作為責任）が生じない場合を可能な範囲

で明確にするために規定するものである。 
本項の規定により、特定電気通信役務提供者が不作為責任を負いうる場合が一定の範囲

で明確化されることとなり、問題とされる情報に対して特定電気通信役務提供者による適

切な対応が促されることになるものと期待される。また、逆に、特定電気通信役務提供者

が、問題とされる情報の送信を防止する措置を講じないことにより不作為責任を問われる

ことをおそれるあまり、過度に送信を防止する措置を行って発信者の表現の自由を不当に

侵害することを抑止する効果も有するものと考えられる。 
 
(2) 用語の説明等 
①「特定電気通信による情報の流通により他人の権利が侵害されたとき」 

本項の対象とするのは、「特定電気通信による情報の流通により他人の権利が侵害され

たとき」であり、本項は、関係役務提供者が、他人の権利を侵害する情報であるにもか

かわらず送信を防止する措置を講じなかったときの損害賠償責任の制限について規定し

たものである。 
ここで、「情報の流通により」としているのは、権利の侵害が「情報の流通」自体によ

って生じたものである場合を対象とするものであることを示すためである。 
また、「他人の権利が侵害された」としているのは、本項は、情報の流通によって実際

に損害が発生した場合について、当該情報の発信者ではなく、その流通に関与した関係

役務提供者の事後的な損害賠償責任の有無の判断に当たっての規範であり、「権利が侵害

された」ことが前提となるためである。 
②「当該特定電気通信の用に供される特定電気通信設備を用いる特定電気通信役務提供者」 

本項の対象となる特定電気通信役務提供者を規定しているものである。すなわち、本

項で対象とするのは、特定電気通信により情報が流通している場合に、問題とされる情

報が記録されているウェブサーバを提供している者など当該情報の流通に関する特定電

気通信設備を提供している者である。 
 




